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要約

本研究は、地区を単位とした防災まちづくりの計画マネージメントを企図して、地域分

析手法を検討するものである。計画マネージメント、すなわち、地区を診断し、プランを

つくり、実施効果を理解するには、それぞれの段階で住環境指標による指標化が不可欠で

ある O 本研究は、住環境指標が容積率や建ぺい率といった、住環境を近似的に表現する指

標「群」があり、その群から安全性や快適性といった表現したい住環境項目に応じて選択

するという構造になっていることをふまえて、防災まちづくりを適用対象とした集合群の

一つを開発すると同時に、選択の方法について検討したものである。

前者の「集合群の一つを開発する」として、次の 2つを示した。

(1)建物と建物距離、いわゆる隣棟間隔を現実市街地で指標化するにあたって、 f隣棟関

係jから、 3つの型 (Euclid、Voronoi、VerticaOからなる「近接関係」を設定し、

計測する方法。

( 2 )近接関係の 1つ、 Vertical型の定義を用いて、建物周りの空地を規模と街路隣接関係

から有効空地と狭小空地に区分し、リスト化する方法。

その上で、「指標選択方法Jについて、住環境指標を防災まちづくりで活用していくため

の「指標選択の視点」と「点数化の対象」というカテゴリーで試論的に整理した。「指標選

択の視点」は、葛飾区四つ木の防災まちづくりで継続している参与観察をもとに「烏の目

で見た公平性」と「生活者として達成をめざす機能水準jというサブカテゴリーから構成

される。これはまた、データベース構造の標準化をめざすというGIS普及の方向性に加えて、

地域特'1主にあった「テーラーメイド」をまちづくり専門家が工夫するという含意から、示

したものである。
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1.はじめに

平成9年に東京都防災会議が示した「東京にお

ける直下地震の被害想定に関する調査報告」は、

冬の平日午後 6時頃、 M7ム区部直下、晴れ、風

速6m1秒の条件下で、火災焼失面積を9，600haと想

定している。これは、阪神・淡路大震災での焼失

面積65haの実に148倍にあたる。東京が約6，000ha

(注(1))と言われる木造住宅密集地域を中心に市

街地火災のリスクを抱えていることはどんなに強

調しでも強調しすぎることはなかろう O

このような被害想定に対し東京都は、 2004年3

月に防災都市づくり推進計画を 7年ぶりに改訂し

た。この計画は「震災時の被害拡大を防ぐため、

建築物や都市施設等の耐震性や耐火性の確保に加

え、都市構造の改善に関する諸施策を推進する」

ことを目的に定めている。対策として、延焼遮断

帯と呼ばれる広幅員+沿道不燃化を備えた幹線道

路の整備、ならびにこの延焼遮断帯で囲まれた防

災生活圏を基本単位とした面的整備の 2つの整備

手法から構成されているO 特に後者の面的整備は

修復型事業を柱に、重点整備地区を再指定、 2025

年度までに不燃領域率70%を数値目標に計画が推

進されている。

本研究の問題意識は、このような防災生活圏を

基本単位とした修復型事業、言い換えれば地区を

単位とした防災まちづくりの現場において、まち

を診断し、取り組みを促進するための技術開発に

ある。診断し、取り組み効果を理解するには、指

標化が不可欠である。一般にこの指標は住環境指

標と称されるが、住環境指標を活用する上で重要

な点は、容積率や建ペい率といった、住環境を近

似的に表現する指標「群jがあり、その群から安

全性や快適性といった表現したい住環境項目に応

じて選択するものである、という点である。浅見

(2001)によれば、これまで実際の選択として、①

行政が住環境整備のための候補地を選択する、②

今後の住環境を整備していく上で特定の性質を表

現し、今後の計画の目標を与える、③一般消費者

のために住宅市街地を住環境という視点から評価

する、が実施されてきたという。本研究の指標開

発では、現場における「テーラーメイドjがキー

ワードである。一口に密集市街地と言っても物的

特性だけでなく、地域社会特性が異なるが、その

それぞれの地区防災まちづくりの現場で、まちづ

くりを持続させていくために、専門家としてどん

な提案をすべきか。ここ数年の葛飾四つ木におけ

る参与観察から感じるのは、行政が事業計画作成

のために指標群から指標を選択し、目的に応じて

点数化を行うことと、その点数をもとに地域住民

が意志決定することの聞には、大きなギャップが

あるのではないか、そしてそのギャップを縮める

ため、各地区、各世帯の属性に基づいた、いわば

処方筆に連動するものとして指標を構成できるか、

という点である O たとえば、住宅耐震診断による

耐震得点に対して、実際に耐震補強を決断するに

は世帯属性や支援制度などの社会政策要因が関係

してくる。

ところで、延焼抑止を主眼とした防災まちづく

りにおい℃糸井川 (2002)は、「道路・緑地・空

地・都市河川といった地区施設の活用や建築物の

延焼抑止対策を効果的に実施することにより地区

レベルでの防災性能を向上させる方策Jが効果的

であり、そのためには「建築物・道路・オープン

スペース等の個々の要素がその空間的な配置も含

めて、市街地の延焼性状に及ぼす影響を正確に評

価する手法」が要請されていると指摘している。

これは、平均値的市街地評価から具体の空間構造

を詳細に評価する技術への移行であり、計画技術

として着目すべき「密度・配置・動きJ3点(高
山、 1949)の「配置」という視点に立脚すること

になろう O

以下本研究は、まず糸井川の指摘に基づき

「個々の要素の空間的な配置」を分析する手法とし

て、 2.では建物聞の距離、いわゆる隣棟間隔に

焦点をあて、 3.では建物周りの空地=建物隣接

空地の定量化を試みる。そして 4.で密集市街地

の防災まちづくりの計画立案とマネージメント企

図して、指標群から住環境指標を構成する試案を

示し、その上で 2.、3.で示した分析手法をまち

づくりの現場で活用していく方向性について述べ
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たい。 2. と3.の展開は、指標群に指標を一つ

加える結果であるが、 4.は指標活用をした防災

まちづくり支援について現段階での試案を述べる

ものである。

2.隣棟間隔から近接関係指標へ

この章では、建物問の距離について検討しよう。

建物聞の距離は日照や延焼現象を分析する上で主

要なパラメーターのーっとして位置づけられてい

る。また、建物間距離とは逆に見れば空地配置を

測度化していることを意味し、市街地の空間配置

構成を建ぺい率などの密度という視点ではなく、

配置という視点から表現する指標のーっとして考

えることができる。

このような状況にあるものの、現実市街地空間

における建物問距離の測定に関する研究は、 GIS

が登場する以前の手動計測法では建物数の増加に

伴って作業が現実的でなくなるため、あまり多く

はない。またGISを用いた石汗究として斉藤(1999)

があるが、後述するように、近接建物の定義につ

いて検討の余地がある。そこで以下本章では、(1)

近接指標の定義 (2.1)、 (2)GISによる算出アル

ゴリズムの明示(2 . 2 )、 (3)近接指標と建ペい

率、建築面積、敷地面積との相関関係の検討(2 . 

3)、(4)近接指標と市街地空間パターン対応関係

についてのケーススタデイ (2.4)、を示したい。

2. 1 r近接関係Jとは

一般的に用いられている「隣棟間隔」は、 2つ

の建物が特定されていない場合、たとえば地区に

おける平均隣棟間隔といったことを考えようとす

る際に、空地を介してどの建物を「隣棟している」

と見なすかについて、いくつかの見方が生じる。

逆に言えば、どの建物が近接しているのかを規定

できれば、建物間距離を計算幾何学の公式によっ

て求め得る。

ここでは図 1~3 に沿って、「建物の近接関係」

を導入して、建物間距離を検討していく。その近

接関係とは、次の3つである。

1 Voronoi型(図1)

図 Voronoi型

図2 Euclid型

図3 Vertical型

多角形図形をサイト(母図形)としてボロノイ

分割し、双対ドローネグラフによって結ぼれる多

角形同士を近接とするもの。結果として個々の建
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築物のかたちで重みづけした影響範囲で、建物周

囲の空地を分割していることになる。

II Euclid型(図 2) 

建物に対してユークリッド距離で最も近い建物

を探索するもの。言いかえれば建物を背にして

立ったときにもっとも近くに視覚できる建物を探

索していると言うことができる。本論の 3つの型

の中で、斉藤(1999)の方法はこのEuclid型lこもっ

とも近い。

III Vertical型(図 3) 

壁面線に対して建築物外向きを正として法線を

生成し、この半直線と交差する建物を近接とする

もの。これは建物内音防、ら、壁面に小窓があると

して見通した際に視覚できる建物が該当する。

以上、明らかなように、 3つの型は多角形図形

としての建物データを、幾何計算手法で検討した

場合の区分である。また重複にはなるが、ある 2

つの建物聞の距離はどの方法においても同じであ

る。近接関係の定義が異なるため、近接関係にあ

る建物集合が異なり、ー建物の属性である近接指

標に相違が生じてくる。たとえば図 1~3 におい

て建物Aにとって建物CはVoronoi型、 Vertical型

では近接関係にあるが、 Euclid型で、は近接関係に

はない。

2. 2 定量化方法

定量化の基本的アイデイアは、建物ポリゴンを

離散点化し、点ならびに線分の計算に帰着させる

点にある。この方法は、杉原 (1998)が一般図形

のVoronoi分割で、も使用しているが、例外処理を含

めた頑健な手法が要求される計算幾何プログラミ

ングで有効な手法である O

Euclid型とVertical型での算出フローチャートを

図4に示す。①建物ポリゴンの離散点化、②r近

傍建物リストの生成、③近接離散点の探索、④建

物単位での指標化、の大きく 4つの手続きからな

る。まず、建物ポリゴンの離散点化にあたっては、

点間ピッチをO.5m¥こ設定し、 GISのルーチンライ

ブラリを用いた。②r近傍建物リストは、計算す

る範囲を限定するためのもので、自己建物の図形

重心から半径50mの円盤で一部分でも重なる建物

ポリゴンをリスト化した。

③の「近接離散点の探索」にかかり、算出処理

上それぞれ以下の工夫をした。

③-1 Euclid型では、図6に示すように、離散点に

対し、壁面線からみて建物外側を探索領域とした。

そのために離散点が壁面線を挟んで中心点と反対

の領域にある、という条件を加えた。

@-2 Vertical型で、は、連続する離散点からなる部分

に対して建物外側に向くことを正として法線を生

成するが、 Euclid型と同様中心点との関係から外

側条件を設定した。

計算幾何学的には、交差していない凸多角形聞

の距離は「一方の頂点と他方の辺との距離の最小

値」として算出されるため、離散点化した方が計

算量が多くなってしまう。しかlVertical型で、は定

義から自明であるが。 Euclid型でも対象建物ごと

にみていくと、複数建物の配置関係から、辺の中

点と中点で対応しているケースもあるため、この

方法では適切に算出できない。

Voronoi型で、は、 Voronoi分割処理とゼロ隣接ポ

リゴン処理が、近接離散点の探索に該当する。こ

こでも次のような工夫をした。 (a)建物の形状と

配置によって、建物壁面線と交差するボロノイ辺、

および建物内部のボロノイ辺を除去するだけでは、

図7に示すように「ひげ」が発生するため、これ

を削除処理した。また (b)建物同士がくっつい

ているものとしてポリゴンデータ化されている場

合、ボロノイ分割しでもVoronoi辺が生成されない。

このような場合には、共有する建物壁面線分を両方

向に延長して、再度Voronoi図形を分割した(図8)。

図4 Euclid & Vertical型の計算近接のフロー
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I 建物ポリゴンの離散点化

2 ・"・..........・"・・・(cf:g首T・g・'98)

ゼ口隣接建物ポリゴン処理

ド口ーネグラフの生成

離散点集合から近接指標算出

図5 Voronoi型の計算フロー

建物重，[;，• 

図6 Euclid型の探索範囲

ノイ処理をかけたところ建物内部と交差するポロノイ辺

を 消去したと乙ろ)

図7 Voronoi型、凹図形での修正

図8 Voronoi型、ゼロ隣接ポリゴンに対する修正

2. 3 算定指標の定義

2. 2で説明したアルゴリズムを用いて計算を

実施し、建物単位で以下の4つの近接指標を作成

した。

①近接数 [dkGJ

建物ID:kの各離散点において「近接」とされた

建物のIDを当該建物毎にカウントしたもの。

②近接距離平均 [dk
刷
eJ

建物ID:kについて「近接」とされた建物との近

接距離を、建物毎に加算し近接数で除したもの。

③最小近接距離 [dkminJ

建物ID:kについて「近接jとされた建物との近

接距離の中で、最も小さいもの。

④最大近接距離はい]

建物ID:kについて「近接jとされた建物との近

接距離の中で、最も大きいものO

2. 4 密集市街地における近接指標の特性

対象としたのは世田谷区太子堂 1~5 丁目(面

積84.4ha、人口16，702人:1995年国勢調査)で、

耕地整理が実施された一部の地区を除いて、基盤

未整備の密集市街地である。使用データは、東京

都都市計画局が作成したベクター型建物・土地利

用データ(1996年時点)と世田谷区作成の敷地線

データである。 GISソフトウェアはArcInfover.7を

使用した。建物ポリゴン数は全体で3，220で、平均

建築面積(建物ポリゴン面積)は85.97m2、平均

敷地面積(敷地ポリゴン面積)が231.61m2、建ぺ

い率(建築面積を宅地面積で除した値、つまりネ

ット)は建物全体で53.3%であった。

( 1 )近接指標の基本特性

表1は3つの型別に基本統計量をまとめたもの

である。 dk
G
の最頻値は小さい順からEuclid型で、4、

Voronoi型で、 5、Vertical型で、6と相違し、それぞ

れ全建物の34.5%、29.6%、19.3%が該当しているo

dkGの平均値で3つの型を比較しでも閉じ順序関係

で相違している O 以下 6kme、dk刑問、 dkmMでも

同じ順序関係にある。

dk剛"の平均はEuclid型1.30m、Voronoi型で
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表1 近接指標の基本統計量

近接数dkG 平均近接距離δ 最小近接距離δ 最大近接距離δ
制

最頻値 平均(棟}変動係数 平均 (m)

Euclid近接 4 4.43 0.296 3.68 

Voronoi近接 5 5.84 0.262 5.47 

Ve吋ical近接 6 6.94 0.339 9.86 
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図9 Voronoi-Euclid， d K G組合せ度数分布
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図10 Voronoi・Vertical，d K G'組合せ度数分布

表2 近接指標の各型聞の相関係数

d kave d k
rnm d k 打'"

Euclid近接と Voron口l近接 0.655 0.972 0.506 

Voronoi近接と Vertical近接 0.404 0.886 0144 

Vertical近緩と Euclid近接 0.482 0.910 0.196 

1.31m、Vertical型で'1.51mで、最小値はどの型でも

Omであった。定義上、 6km制治宝Omをとることは自

明だが、市街地空間性能を把握する上では、 6km叫

変動係数 平均 (m)変動係数 平均 (m) 変動係数

0.668 1.30 0.966 6.64 0.764 

0.738 1.31 0.957 11.66 0.942 

0.484 1.51 1.072 25.01 0.480 

の最小値を押さえることは重要である。なぜなら

ば、 Omつまり隣棟間隔なしで立地する建物がど

れくらい存在するかを把握することは、 6Am加の平

均とはまた違った意味をもつであろうからである。

これに対し 6kmαzは計算効率の面から設定した

r (50m)以内の値をとり、この最大値50mに空間

性能上の意味はない。そのため、平均をみておく

と、 Euclid型で6.64m、Voronoi型で11.66m、

Vertical型で25.01mである。 fJk
min
と比較すると、

d kmMで、は 3つの型聞で平均値の相違が大きく

なっている O

( 2 )近接数の組合せパターン

3つの近接型の比較として、まず近接数dkGの組

合せパターンを見る。最も多い組み合わせは、そ

れぞれの最頻値をとった値、 Euclid:4、Voronoi:

5、Vertical:6で120ケース、全対象建物の3.8%で

あった。分布を把握するためにEuclid-Voronoiお

よびtyertical-Voronoiの2つに分けて、度数で重み

付けした散布図が図9と図10である。最頻値を中

心にして正の相関関係にあることがうかがえる。

同様に近接距離の相関係数を表2に示す。。km
仰

は3つの型すべてで相関係数が大きい。また、 d九
の散布図(図9、図10)でもそうだが、 Euclid型

とVoronoi型の聞で近接指標は相関関係が強く、

Vertical型は、他の 2手法とは相関関係が相対的に

みて弱いことがうかがえる O

( 3 )近接関係にある建物の3つの型閣の一致性

さらに 3つの近接型の特性を比較するため、近

接距離が最大と最小の関係にある建物が、 3つの

近接型間で一致しているかどうかを見ておく。

表3は、 fJk削"と fJ
k
捌 Jこ該当する建物IDが、①
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Euclid型とVoronoi型で一致、②Voronoi型と

Vertical型で一致、③3つの近接型で一致、してい

る建物数である。

6らzηではEuclid型-Voronoi型で93.6%が一致し
ており、 3つが一致している建物も82.9%に上っ

ている。これに対し、 !5k
η
wxではEuclid型-Voronoi

型でも27.3%、 3つが一致している建物は全体

(n=3119)の2.5%にすぎない。

表3 okm;nとOkmaxの3つの型聞の一致性

Euclid型と
Voronoi型で一致

O kmlnのIDが一致する建 2.919 
物数と割合 93.6% 

d kmallの10が一致する建 851 
物数と割合 27.3% 

Voronoi型と
Vertical型で一致

2.595 

83.2% 

290 

9.3% 

(上段建物紋

下段.割合%)

3つの型で一致

2.587 

82.9% 

79 

2.5% 

割合の分母はn=3.119

( 4 )建築面積、敷地面積、建べい率と近接指標の

相関関係

表4から次の3点が読みとれる。

①!5kαve、6km閥、 6km闘に対する相関係数は、建築

面積よりも敷地面積で大きい。たとえば!5k
min 

では敷地面積との相関係数がEuclid型0.479、

Voronoi型0.463、Vertical型0.476に対し、建築面

積とではEuclid型0.293、Voronoi型0.298、

Vertical型0.293と敷地面積との方が大きい。つ

まり、建物規模よりも敷地規模と正の相関関係

が近接距離は強い。

②61ueと6kmωおよび建築面積との相関係数を 3

つの型別にみると、 Euclid型 (0.502) > 

Voronoi型 (0.376) >Vertixal型 (0.303)という関

係にある O 敷地面積でも同様の順序関係がみら

れる。つまり、もっとも自己建物の規模及び敷

地面積との相関関係が強いのはEuclid型である。

③建ペい率との相関係数は、 !5k
叫
inで、マイナス0.3

程度となっているものの、.!5 ¥ve' !5 kmaxでは小さ

く、建ぺい率と 61ばならびに建ぺい率と!5
k

max 

は様々な組合せパターンが存在することがうか

がえる。たとえば、建ぺい率は同等でも 61Mと

!5k
削 Z
は大小さまざまな値をとる。

2. 5 ミクロな配置パターンと近接指標の対応関係

前節で、市街地の代表的な密度指標として用い

られている建ぺい率と近接指標の聞の相関関係は

弱く、様々な対応パターンが存在する実態があき

らかとなった。つぎにはこの多様な組合せパター

ンの傾向を把握することが求められる O つまり、

近接指標によってどのように空間形態の特性を記

述できるのか、それは建築面積や建ペい率といっ

たこれまで比較的容易に算出され利用されてきた

指標が表現しえない性質をもっているのか、検討

が必要である。しかし、ここでは探索的にケース

を把握し、その限られたケースにおいて傾向をみ

ておくことにとどめる。前節までの近接指標の 3

つの型、 4つの指標がどう市街地実態に対応して

いるか、探索的にでも把握しておくことは、現段

階では意義があると思われる。

ここでは建ぺい率が同程度 (48%-55%)の宅

地で、建築面積と平均近接距離の大小に注目して、

ケースを抽出した。具体的な選択条件として、建

築面積が50m2程度で、 pα開が3つの型すべてで

平均を下回っているケース 1(図11、12)、逆に建

築面積が50m2程度で、。kα聞がVoronoi型で平均を上

回っているケース II(図13、14)とした。また !5k
α開

は建ぺい率に比べれば建築面積と相闘が高い。そ

こで建築面積変化との対応をみるため、 otueが3

表4 建築面積、敷地面積、建ペい率と近接指標の相関係数表

Euclid近接 Voronoi近接 Vertical近接

δk ave δk m'n δ 
δk ave δk m，n δk max δk ave δk m，n δ 

建築面積 0.366 0.293 0.337 0.297 0.298 0.277 0.217 0.293 0.128 

敷地面積 0.502 0.479 0.416 0.376 0.463 0.309 0.303 0.476 0.150 

建ぺい率 ー0.162 ー0.352 ー0.040 ー0.102 ー0.341 -0.031 幹0.182 ー0.346 -0.083 
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一凡例ー

.V例 cal型で近接.Euclid型andVertical裂で近接巴コ中心建物 一一Voronoi型で近接 (Delaunay辺)

. . . . . . . 

図11 ケース202

図13 ケース2612

円

図15 ケース101

く

図12 ケース1642

図14 ケース875

図16 ケース2053
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表5 選択ケースの属性.

つの型全てで平均を上回り、かっ建築面積も集合

住宅の平均109.44m2を上回る200m2以上のケース

を選択して(ケースIII)空間パターンを表示した

(図15、16)。

ケース Iは、 61ueで3つの型をとおして平均よ
りも小さく、建築面積が5伽n2程度のケースである。

2つのケースから (a)dk
G
は3つの型間で最小4、

最大6と相違が小さいこと、 (b)建物に周囲を固

まれ、建物周囲の空地はすべて宅地内の空地であ

り、敷地一道路の接道関係が十分でないこと、が

読みとれる。

逆にケース Hは、建築面積は50m2程度であるが

Voronoi型での61開が平均を上回っているケース
である。建物周囲の空地が広いことが読みとれる。

図13で、は小学校に隣接している。また図14では自

己建物東側の空地は旧水路敷の緑道である。

ケース Eは、 61仰が大きく、また建築面積も
200m2以上と大きいケースである o (a)建物周囲

空地が広く、敷地一道路の接道関係が十分である

こと、 (b)Vertical 近接で、dk
G
が9および14と大き

いこと、が読みとれる o dk仰が大きいと建物周囲

の空地が多くなり、結果として空地カテゴリーの

1つである街路が含まれてくる傾向にあることが

推察できる。

3つの型を比較すると次のように推察される。

①Euclid型とVoronoi型は近接距離が近い位置にあ

る建物、言いかえれば大半が敷地を接するか、道

路を介して向かい合っている関係にある建物を対

象としており、そのために自己敷地内や隣接する

敷地における空地配置といった建物近傍の空間配

置パターンに影響をうけること。②これに対し、

Vertical型は、 Euclid型および:Vertical型と比べる

と敷地が接していない、距離の離れた建物との配

置関係によって大きく影響を受けていること。

2. 6 近接指標の意義

本章は、既成市街地空間が「建物間距離」を通

してどのように測度化されるか、という問題意識

から検討をすすめてきた。本章での知見をまとめ

ると以下のようになる。

(1)建物近接関係のとらえ方としてVoronoi型、

Euclid型、 Vertical型を定義し、ポリゴンデー

タからGISを用いて建物間距離を算出する方

法を明示した。

(2)建物間距離から、 dk
G
、6k~α削仰vωj

という 4つの近接指標を導出し、密集市街地

を対象に近接指標値の記述統計的特性をみた

ところ、それぞれの型に応じて、指標値も異

なっていた。また、近接指標そのものの特性

として、 dk削 ηは3つの型で等しくなる傾向

にあるのに対し、。 kmwでは大きく相違する

傾向にあることを示した。

(3)建築面積、敷地面積、建ぺい率との相関分析

をおこなった結果、近傍にある建物との影響

が強いEuclid型において相関性が強く、離れ

た建物との配置関係に強く影響を受ける

Vertical 近接では相関性は弱い傾向にあること

を示した。また建ぺい率との相関関係は建築

面積、敷地面積に比べて弱く、同一建ぺい率に

対して多様な近接指標をもつことがわかった。

(4) ミクロな市街空間パターンと近接指標値の対

応関係を探索的にケーススタデイしたところ、
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61ueが大きいほど建物周囲空地が大きくな

り、結果として街路基盤との関係が良好で、あ

る傾向がうかがえた。

以上の知見を、既成市街地の計画技術という視

点から、考察しておきたい。第 1には定義した 3

つの近接型の意味である。Voronoi分割はもともと、

空地のある地点がどの建物に最も近いかというこ

とを判断するために用いられる。また近さを表現

するさまざまなグラフを構成できるなどメリット

が多い(注(2))。これに対してEuclid型は他の2

っと比べて建築面積との相関関係が強く、自己敷

地内の空地分布に大きく影響を受けており、「密集

の度合い」を測る指標として、またVertical型は見

通せる距離を測っていることになり、市街地景観

という観点から、掘り下げていくことができそう

であるO

第2に、空間配置パターンと近接指標の対応関

係である。上記の結果 (3) より、建ぺい率、建築

面積をパラメーターとして固定しでも、依然とし

て近接指標は変動する。この変動は 2. 5で探索

的にみたように、市街地空問機能を評価する上で

無意味なものではなく、建築物の集合的関係を照

射するものとして想定できる。

3.建物隣接空地の定量化

前章では隣棟間隔を取り上げ、隣棟関係を近接

関係として 3つに類型化し、定量化を図った。本

章では、距離ではなく、領域に着目して建物まわ

り空地の定量化を試みる。まず次節で、空地の指

標化にかかる先行研究を「密度」と「配置」とい

う視点からレビューし、空地を規模と隣接関係か

ら有効空地と狭小空地に直和分解する位置づけと

アルゴリズム実装の目的を定位しよう。

3. 1 建物隣接空地とは何か

( 1 )密度の視点からの隣接空地の指標化

市街地における空地の定量化は主に「密度jと

「配置」の視点から取り組まれてきたが、密度の視

点から空地を指標化することが先行したO 佐藤

(1977， 1978)は、「測定圏域と計画単位を統一的

に設定」した上で、延べ床面積に対する空地量

(空地延床比率)を居住環境整備規準として運用す

る方法を提示した。佐藤は、その重視した測定範

囲について 3段階の街区を示している。最も小ス

ケールの第一次街区を「幅10m以下の道路によっ

て区画されている市街地構成の基礎的地域」、二次

街区を「幹線道路により区画されていて第一次街

区をより上位で制御している地域Jとし、二次街
区のスケールにおいて「一次街区単位で周辺との

調和を考えるj際の規準値を示した。また、腰塚

(1989) も「街区のデータをもとに、もっと大きな

地域の環境を議論する」こと、言い換えれば街

区一地区のスケールを主題とし、建ぺい率と棟数

密度との関係として、「市街地における平均的物的

環境を表現するには、棟数と建坪の大きさの分布

があれば良い」ことを結論づけている。

このように、密度指標化した場合に肝心な点は

その測定単位と計画単位の設定方法にある。この

場合、まちづくり協議会など、最もボトムレベル

でのまちづくり計画の合意形成単位として地区が

あるとするならば、地区スケールでの指標化はま

ちづくり支援という面で重要であろう。しかし現

実の建替え、法的建築コントロ ルは、敷地一街

区のスケ ル、いくつかの建物が集まった街区の

スケールを対象にしている。そしてこの際、建築

周りの外部空間を直接的に把握すること、狭小で

使いものにならない空地と有効な空地の区別につ

いてより掘り下げる必要が出てくる。たとえば、

個別建て替えを通して少しでも開放感のある住環

境に誘導していくために、現況の個々の敷地内空

地を操作することが反映される指標や、災害時の

道路閉塞危険性を、空地と道路の隣接関係から論

じることが、敷地一街区スケールでの住環境指標

に求められることになろう。

原因 (2000)の「有効空地率」は、街区を単位

とした指標となっているO しかし「有効空地」を、

敷地内空地に棟数補正をかけたものと定義してい

るために、個々の細切れな空地規模に則して「有

効空地」を判断したものとはなっていない。この

ためたとえば、同じ規模の空地でも建物聞の空地

と建物と道路との聞の空地を区別できておらず、
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道路に面した敷地内空地を評価していないことに

なる。しかし、そもそも原田が適用対象として意

図していた地域は、相対的に見て密集度が高い地

区であり、道路空間に隣接して日照を確保してい

る敷地内空地と、建物と建物に挟まれて日照のほ

とんどない空地を同一に評価してしまってよいの

だろうか。個別建て替えに際して「協調建て替え」

の有効性が提案されている現状(小林ら， 2003) 

を踏まえると、空地量の制限が厳しい条件下で建

て替えルールを検討していくときに、直接的にミ

クロなスケールでの空地分布に則した指標が望ま

しいと考えられる。

( 2 )配置の視点からの空地の指標化

ミクロな住環境における配置の視点とは、密度

指標において損失してしまう、建物の形態(大き

さ+形状)特性と位置特性を解析しようとする視

点と考えられる(注(3))。

ミクロなスケールにおいて、配置の視点から空

地を定量化しようとした研究として、腰塚 (1983)

があり、「隣棟間隔がある値以下ならば、あたかも

建物同士がつながっているJとする「連結作業」
を施すことよって都市平面を分析しようとした。

しかし、当時は地図上の手作業でかたちのデータ

を扱わざるを得ず、腰塚ではメッシュデータによ

る分析から建ペい率をパラメーターとする隣棟空

地比率を推定するものとなっている。

その後腰塚 (1988，1989) では建物壁面から一

律に距離 rの張り出しをつくり、張り出し部分に

よって覆われた土地を「使いものにならない微少

な空地」であるとみなして建ぺい地としてあつ

かった「有効空地率」を示し、隣棟間隔パラメー

ターr。、棟数密度p、建物面積Sから推定する理

論式を導出した。また郷田 (1997) は、建物階数

によって重み付けした「投影距離圏」を建物ごと

に設定して、建物ボリュームを考慮した場合の建

物周りの空隙分布の実態分析をしているO しかし

両者の研究は、建物に対して一律に距離 rを与え

た張り出し空間を非有効空地(腰塚)や「建物影

響圏J(郷田)として分析するいわゆるバッファー

領域分析であり、建物と建物のあいだの空地その

ものを直接的に定量化するものではない。

これに対し斉藤 (1999) は建物と建物のあいだ

の距離、いわゆる憐棟間隔を直接数値計算する方

法を検討した。斉藤 (1999) では建物を背にして

立った時に可視できる建物を近接関係にある、と

見なして隣接距離の分析をした。また前章では近

接関係をVoronoi型、 Euclid型、 Vertical型の 3つ

に定義し、隣接距離の数値計算結果から 3つの型

の比較と住環境指標としての意味を検討した。し

かしこれらの研究では (1)隣接距離を建物単位の

指標とするにとどまっており、街区スケールでの

指標化や、 (2)建物隣接空地のリスト化は検討さ

れていない。

以上の議論から本章は、(I)空地を隣接距離と

隣接関係から有効空地と狭小空地に直和分解する

モデルを示し、 (2)ベクター型建物データを用い

て狭小空地をリスト化する方法を示し、 (3)隣接

距離に闘値を設定したときの狭小空地の変化を

GIS上で図化し、隣接空地分析の意義と課題を考

察する O

3. 2 建物隣接空地の定義(リニアーな多角形

データモデルの下で)

( 1 )走査法線と隣接空地の定義

街区Sを「街路中心線で固まれた一団の土地j

と定義し、街区が建ぺい地Sbと隣接空地(非建ぺ

い地)Seの直和集合で構成されているものとする

(図17) (注(4))0 

S= Sb U Se ...・ H ・..… H ・H ・-…… H ・H ・.....・ H ・..(I) 

次に、建物ごとに建物周りの空地を走査法線h

を用いて走査していく。走査法線hとは「建物境

界の任意の点から、その点が存在している辺に垂

直かっ建物外部方向に伸びる線分」である o hは

建物境界か街区境界のどちらかに必ずマッチする。

マッチした際に①隣接関係と②隣接距離に基づい

て区分する。すなわち、

①マッチした辺が建物であれば建物壁面関空地民、

街区境界であれば路壁間空地再とする。

②隣接距離に対して闇値H。を設定し、 hくH。なら

ば狭小空地丸、 h>H。ならば有効空地民とする。
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これは空地を建物ないし街区境界との幅によっ

て区分していることになる。

この 2区分の組合せから、表6のように空地を

捕捉する。

表6 建物単位 Jでの捕捉空地の定義(図2)

Sn(h<Ho} Sv(h>Ho} 

法線hの到達した辺
S'nc S'vc 

が建物壁面:Sc
法線hの到達した辺|
が街区外周辺:Sr S'nr S'vr 

その後、街区内のすべての建物について空地を

捕捉した後、街区全体で捕捉空地に対してブーリ

アン演算を行って、街区Sを以下の部分領域に直

和分解する。

s=らu{ ( Snc U Svc) U (凡rU Svr)} ...・ a・-…・・(2)

以上の区分を図示したものを図19、定義に沿っ

た区分内容を表7にしめす。なお図18にあるよう

に、建物Dにおいては建物壁面間空地だが、別の

建物Bからみると路壁間空地の場合、ブール演算

によって共通部分領域をリスト化し、どれか一つ

の建物に対して建物壁面問であれば、建物壁面関

空地とみなすことで区別し、直和に分解した。

また、次節で具体的な算出方法を説明するが、

捕捉可能な領域は、 SncとSπγで、 Scと尽ならびにSvc

とSvγを区分することはモラール的には可能だが、今

回はその実装方法について検討していない。

F 時

』

図17 街区の定義

表7 隣接空地5.の構成

狭小空地5n有効空地5v

建物壁画関空地Sc目建物
5nc 5vc Sc 

壁閣で挟まれた領域

路壁間空地Sr:街区境 Snr Svr Sr 
界，<:接する空地

Sn Sv Se 

図18 建物ごとの隣接空地捕捉の定義

Svr 

Svr 

図19 建物壁間狭小空地Sncと路壁間狭小空地5nrの定義

( 2 )グリッド配置モデルによる検証

前節で説明した空地を直和分解することの意義

をグリッド配置モデルから検討してみる。設定は
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図20に示す通りである。空地幅dを用いて狭小空

地Sn(Ho:d)はつぎのように定式化できる。

孔(Ho:d) = Snc (Ho: d) + 8Snr (Ho: d) ....・H ・'(3)

ただし、れま街区を囲む道路を幅員から有効/狭

小空地として判断するための2値関数(0 or 1 ) 

である。道路幅員がある基準より狭いときは 0=

1、広いときは 0=0に設定する。今回は 0=1

(すべて狭小空地)とする。

狭小空地Sn(H o:d) をー敷地単位で表すとHo

と空地幅d(= (L 0 -1) 12)によってつぎのように

なる。

. Hoく dのとき

孔(Ho:l) = 0 ….....・H・..…...・H・.....・H・...…(4)

• d <Ho <2dのとき

仰がい(与)X2 句)

・2d<H。のとき

孔(Ho:l) = l X (与)X4 何)

一方腰塚 (1988)のモデルにある「使いものな

らない微小空地」は、一律に T の張り出しを与え

ることを考えて

主(r)= 4rl +πr2.HH・H・.....・H・..…...・H・...(7) 

と表現できる。以上の式に基づいて lに対する

狭小空地Snの面積変化を示したのが図21である。

(7)式のTはr=O.15L。に設定した。

図21より、建物 1辺長さ lに対して空地えは二

乗に比例して減少する。そして、 1 iJ>Lo/2までは

狭小空地凡は拡大するが、 lがLo/2よりも大きく

なると凡そのものも縮小に転じている。一方S.fこ
対するSnの補集合となる有効空地Svは、単調減少

となっている。

(4)式は建物以外の土地は全て有効空地とし、

狭小空地なし、とみなすこと、また (6)式は建物

と建物、および建物と街区境界の土地はすべて凡

をみなす、ということを表す。つまり、バッファ

ー領域分析のように一律に使いものにならない空

地幅を与えるのではなく、隣接距離に対する闘値

55 

H。を基準に狭小空地が変化することを表現してい

る。隣接距離を軸としてミクロな空地をリスト化

する相違である。

敷地面積:8=LoxLo

建築面積:S，=l x 1 

噸
斗
一
2

抽
出
お
一

同

四

=

周

d

物建

建物は敷地中心
に配置

図20 グリッド配置モデル

% 

l-¥ 腰塚日388)
60 

d<Ho} 

40 

20 

1Cr 
r 、l(m)

LO 2 LO 

図21 グリッドモデルにおける建物規模と空地率の関係

3. 3 建物隣接空地の定量化方法

計算アルゴリズムは、図22に示すように (1)離

散点化、 (2)走査法線による隣接距離算定、 (3)

狭小空地のリスト化、 (4)指標化、の4工程から

なる。

( 0 )元データについて

元データは建物と街区環境がベクトルとして表

現されているデータを用いる。実際には、都市計

画法6条の都市計画基礎調査結果を用いることが

想定されよう。

(1)離散点化

GISパッケージに含まれている線分を離散点化

するメソッドライブラリーを用いて、建物ポリゴ
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(1)離散点化 (2)走資法線による隣接距離算定 (3)建物隣接空地のリスト化

図22 建物隣接空地の算出工程

一→ 11守守・守T!T T・，

ンを離散点化した。その際時計回りでID付けをし

た。計算上の境界条件として、街区境界を形成す

る街路中心線を離散点化し、計算データとして

セットした。離散点間隔wはw=0.5mに設定した。

なお、建物境界の離散点化は本来連続で行うべき

ところを計算技術上やむを得ず行っており、前章

の理論展開との関係において本質的ではない(注

(5)) 0 

( 2 )走査法線による隣接距離算定

各離散点に対して隣接距離を計算する O

離散点P';と次離散点P七+1でベクトルを構成し、
このベクトルを反時計回りに90度回転させること

で建物外側向きを正の向きとする法線ベクトルを

構成した。この法線ベクトルから離散点P¥を端点
とする半直線分を生成し、半直線分と距離 E内に

ある自己建物以外の離散点を探索した。マッチン

グ点をQiとする。マッチした点とP'iとの距離を建

物kの離散点4における隣接距離:h (k，i)とした

(図23)0 Q色が建物上の際はhc、道路中心線上の際

はhγとなる O

街区境界を離散点として与えているため、法線

は少なくとも街区境界(街路中心線)にマッチし、

h (k， i)は必ず有限の値をとるO

( 3 )狭小空地のリスト化

狭小空地は、建物ごとの指標としてまず構成し、

次にブール演算を繰り返し行って街区単位の狭小

空地を生成する。

つまり、 Qiが建物上の離散点の場合、建物毎の

指標SKMとして、隣接距離閥値:Ho>h(k，i)を条

件として |pK1，pilpQ119Qksi を端点とす

建物u

図23 離散点pl<jtこ対する建物壁間空間Aki

るポリゴンACを生成し、これの和集合をとって
算定する。次に、 S1cのブール演算(和集合)に
より街区単位の指標であるSncを算定する。

S町 =Usic sjc=UM-H・H・.....・H・....…・(8)

である。またQiが街区境界の場合、 S併となる。

( 4 )指標化

(I) ~ (3)の工程を経て、隣接距離hCk，i)と

建物壁間狭小空地Snc'路壁間狭小空地Smを得る。

ネット建ぺい率:Sb/S 

狭小空地を建ぺい地とみなした建ぺい率(注

(6)) 

(Sb + Snc + S叩)/ S 
である O

それぞれの工程はクラスライブラリとしてコン

ポーネント化し、工程毎のテ。バッグをした上で、

建物ポリゴンデータを入力として闇値H。に対する

狭小空地を出力するパッケージを構築した。
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3. 4 数値計算と現実街区への適用

ここでは前節で示したアルゴリズムを用いた演

算例を示す。まず、 3. 2で検討したグリッドモ

デルに対し、 Lo=llm、1=7m、d=2m~こ設定して

計算した。図24はAktを生成した状態である。走

査法線を用いて、適切にマッチングさせているこ

とがわかる。また図25はH。変化に対する狭小空地

S町， swの値であるoHo=2.0mで、路壁間空地Snrが、
Ho=4.0mで、建物壁間狭小空地Sncが追加で捕捉され

ていることがわかる。このように、モデル街区で

はH。をパラメーターとし、空地幅dを変数とみな

していたのに対し、数値演算においては一意に与

えられた街区データに対し、 dをパラメーター、H。

を変数とみなすことになる。

図24 グリッドモデルに対する法線走査結果

街区商積に対する比率

050 

-路壁間膜小空地5n'
040トイ

医建物壁間狭小空地5nc

030 

020 

0.10 

0日D

05 10 15 20 25 30 35 40 50 60 70 m 0陪

図25 Hoと狭小空地面積の関係(グリッドモデル)

( 1 )数値計算の設定条件

次に現実街区に対する演算例をみていく。建物ー

街区データには都市計画基礎調査結果を用い

た(注(7))。

街区面積Sは1，839.4mヘ建物棟数17棟、建築面

積(建物形状面積)Sbは904.3m2で、ネット建ぺい

率は49.2%であった。離散点総数は1，130点。(1)

~ (4)の工程にかかった時間は全体で15分程度

であった(注(8))。

( 2 )数値計算結果と考察

図26はH。を無制限とした場合のSnc，S叩を図示し

たものである。図26で白地の部分は補足されない

空地で、これは民の一部分である。また図27は隣

接距離h(k， i) の分布である。平均値3.13m~こ対し、

最頻値は0.5m-1.0mとなっている。

図28は各H。に対してSnc'Snrを示したものであ

る。 hの最頻値Ho=l.OmにおいてSnc'S貯領域はそ

れほど大きいものではない。また、街区指標とし

て見た場合、(1)すべての建物がSncを通して連結

する状態 (Ho=2.0m)、(2)S削によって建物と街

区境界の主要な空地が捕捉される状態 (Ho=5.0m)

を一般的に示すことができるのではないかと思わ

れる O

図29はH。に対するSnr'Sηcの街区面積比率を示し

たものである。建築面積Sbの街区面積に対する比

率(=ネット建ぺい率)は0.49であったが、 Ho

=2.0mで、建ぺい率は10%増加、 H0 =3.5m~5.0mで

20%の増加となることが理解できる。

図27~29を通して、まずh(k， i)の分布を確認し、

閲値H。に対応してSnc'司

図26 現実街区に対する計算結果
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Ho=5.0m Ho=7.0m 

図27 H。に対する建物隣接空地
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図28 現実街区における隣接距離hのヒストグラム
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図29 Hoと狭小空地面積の関係(現実街区)

上で対話的に把握することができるO これは、た

とえば日照や開放感の点から、まとまった空地を

確保しながら建替えを行うには、といった建替え

ルールの検討など、既成市街地における修復型ま

ちづくりを検討するにあたっての情報資源になる

のではないかと考えられる O

3. 5 隣接空地定量化の意義

本章では敷地一街区のスケールでの住環境整備

計画に役立てるため、建物周りの外部空地を直接

的に捕捉する方法を示し、 GIS上に実装した上で

計画技術上の意義に触れてきた。

数敷地から構成される街区領域Sを建ぺい地Sbと

隣接空地Seiこ直和分解し、次にこの隣接空地えを

狭小 有効と建物壁間一建物街区間の 4つの領域

に直和分解されるものと定義した。

この定義に基づいて、正方画地 正方建物モデ

ルについて代数解を示した。直接的に把握するこ

とにより、建築面積の増大に対する隣接空地Seの

減少のもとで、有効空地S旬、狭小空地Snがどう変

化するのかを示した。これは定式化によって、腰

塚(1988)において課題とされた張出し距離rの恋

意性を回避できることを意味している。

また実装化したツールは、ベクター型土地利

用・建物データを元に、道路中心線で形成された

領域(街区)に対して、

①建物と建物に挟まれた狭小空地Snc

②建物と街区境界に挟まれた狭小空地Snγ

をポリゴンデータとしてリスト化し、カルトグラ
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ムを作成するツールとして実装化した。この実装

化から、従来課題とされてきた「建物問の狭小な

すきまと相対的にみてまとまった空地を区分する

方法」原田 (2000) については空地の規模と隣接

関係という点から定量化方法に筋道がほぼつけら

れたと考えられる。

今後の課題として、計算技術的には有効空地Sv

を隣接関係から区分する方法、また、まちづくり

技術として、修復型まちづくりにとって有効な住

環境規準値として計算事例を蓄積し、日照や延焼

危険性といった市街地機能との関係について定位

していくことが必要で、あろう。

4.修復型まちづくり事業へのインプリ

フィケーション

本研究は、地区を単位とした防災まちづくりの

計画マネージメントに資する住環境指標の開発を

金図としたものである O 住環境指標は、住環境を

近似的に表現する指標「群jがあり、その群から

安全性や快適性といった表現したい住環境項目に

応じて選択するという構造になっていることをふ

まえ、指標を小規模な空地に着目して開発した。

次に住環境指標の第2段階、つまり、選択の方法

について、試論を提示したい。

4. 1 得られた知見の要約

まず、 2、3で開発した計算手法の要点につい

てまとめておこう。

2.では、隣棟間隔を現実市街地で指標化する

にあたって、いわゆる「憐キ東関係」から 3つの型

(Euclid、Voronoi，、 VerticaI)で「近接関係」を設

定し、計測方法を提示した。

続く 3. で、 2. で示した近接関係の 1つ、

Vertical型の定義を用いて、建物周りの空地を規模

と街路隣接関係から有効空地と狭小空地に区分し、

リスト化する方法を提示した。

4. 2 修復型まちづくり事業へのインプリフィ

ケーション

1.で述べたように、住環境指標は指標群から

目的に応じて選択するものである O 地区防災まち

づくりでの選択にあたり、選択を「指標選択の視

点」と「点数化の対象jに区分して整理してみた

い。これまでの住環境指標をめぐる議論では、「点

数化の対象J(たとえばWho(1961)による 4つの

住環境条件である安全性、保険性、効率性、快適

性)に焦点があったが、市民がまちづくりにコミ

ットするドライピングフォースとなり、活動ベン

チマーク化をめざす立場で住環境指標をとらえ直

すと、「テーラーメイド」のスタンスで専門家が工

夫をこらす必要があると考える。

このような視点から、防災まちづくりにおける

指標構成規準を整理したものが図30である O 右列

2番目の「点数化の対象」として、「市街地の社

会・空間現況 (state)J、「実現手段と向上する機

能 (function)J、「利用可能な資源、 (capability)J 
の3つのカテゴリーを設定した。

「市街地の社会・空間現況」とは、住環境の現況

水準、つまりWho基準のような項目を内包するも

のである。そして「実現手段と向上する機能」は、

耐震補強や細街路拡幅といった改善手段によって

向上する住環境水準を表現する。ここで既成市街

地でも特に密集市街地においては、個々の敷地単

位での改善手段だけでなく、街区単位の公的事業

効果を定量化することが求められるO ニの公的事

業のイメージとして、大村・有田 (2001).の示す

「環境共生型再開発事業」を挙げておきたい。大村

らは既存の都市開発法制度を分析した上で「高い

容積率を最大限に使い、投資を集中して大型の商

業・業務ピルや複合施設を組み込んだ、いわば巨

艦型の再開発プロジェクトだけが唯一の再開発の

処方筆ではなく・・・、地区内に潜在的に存在し

ている環境資源を再評価して、既成市街地の再整

備の中に積極的に組み込んでいく」方向性を提案

している。最後に「利用可能な資源」とは家計、

行政、企業が地域の防災力の向上のために供出で

きる財を指し、最終的には貨幣価値に換算が可能

なものをきす。例えば、道路拡幅や小公園整備の

ための用地取得コストや、各居住世帯の家計水準

から見た可能な負担コスト、といった内容が考え

られる。もちろん、直接貨幣価値に換算しづらい
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対象空間スケール

地域(基礎自治体)
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図30 防災まちづくりにおける指標構成規準

もの、地域で公閏清掃活動や、情報共有のための

ミニコミ誌発行、といった内容も含まれよう。

これら 3カテゴリーは、それぞれが指標群から

選択された指標によって構成されるものであるこ

とを図の最右列部分は示している。ただしこの 3

項目を「点数化する」とは違和感があるかもしれ

ない。「実現手段Jを評価する説明項目として「市
街地現況」や「利用可能な資源」を用いるのでは

ないか、という点である。しかしここで指摘した

いのは、街区や世帯の現況に格差があるように、

選択可能な実現手段にも格差があること、そして

それは、これまでのような事業導入の初動期だけ

でなく、身近に事業進捗をモニタリングしながら

柔軟に戦略を変更していく活動期に不可欠となっ

てくる O つまり「最低Jや「平均J水準だけでな
く、格差を条件とした指標化が求めれていると考

えるものであるし、事業導入までの静的な住環境

指標から、事業進捗期にも利用しうる動的な住環

境指標へ、という含意がある。

次に中央列の「指標選択の視点」に、「鳥の目で

見た公平性」と「生活者としての達成をめざす機

能水準Jの2つを設定した。前者は浅見 (2001)
の言う「行政が住環境整備のための候補地を選定

する」という視点である。基礎自治体スケールで、

選択した指標の地理的分布を概観した上で、相対

評価によって整備対象地域を絞り込んでいくもの

である。 2番目の「達成をめざす機能水準」とは、

必要とされる市街地性能に対して、実現手段の組

み合わせが提示され、世帯がもっ財、ならびに公

的機関による助成金、公共事業といったコストに

基づいて、実現可能性が示されるものを意図して

いるO 目標とする市街地性能はまだしも、コスト

については様々な組み合わせをもつことから、テ

ーラーメイドが要求されることになろう。言い換

えれば、長年かけて形成されてきた市街地を、暮

らし、活動する地域人の立場で読み解こうとする

ネ見点でもある。そしてこの 2つの干見点は、空間ス

ケールと密接な関係を持っている。つまり「鳥の

目で見る」とは地域のスケールに、「生活者として」

とは街区のスケールで見ることに対応する。

現在実施されている防災まちづくりでの修復型

整備において、事業を進めていくしくみとして不

十分なのは、個々の世帯が保有する資源(土地や

資金など)を供出し、達成したいと欲する厚生水

準を提示する点にあるのではないだろうか。「生活

者としての達成をめざす機能水準」を提示したの

は、そういう認識のもと、 (a)個人利益の増大だ

けでなく、生活空間資源を豊かにしていくための

計画的介入方策、 (b) これら方策案(なにもしな

い、も含む)とそれがもたらす効果を明示し、合

理的判断を促す装置としてのGISシステムの構築

に、研究開発として取り組むべき、と考えるため

である O

「生活者としての達成をめざす機能水準」とは、

具体的にはどこに着目することをさすのか。葛飾

区四つ木での支援活動(詳細は、竹村2003-2004)

から整理すると、

(I)自宅の耐震補強による安全性向上とコスト

投入の合理性が理解できること。

(2)個人による住宅の不燃化・耐震化と、地区
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内の災害路拡幅、小公園整備といった身近な公共

事業による防災レベルの向上が評価できること。

(3) さらに「防災」だけでなく、緑の多さや子

育てのしやすさ、といった日常的な住環境レベル

が評価可能であること。

(4)経年変化を取込み、計画案の目標年次にお

ける効果が評価できるものであること。

上記の(1)は最終的には住宅という個人の財に

関わるものであるが、延焼危険性や避難可能性と

いったレベルにおいて、まちづくりの現場で議論

する意味はあろう。なお、池田 (2004) は静岡県

の取組みを「需要者ニーズに合ったより効果的な

制度の改善・普及jという視点で検証している。

また (2) は加藤ら (2003)が「防災まちづくり支

援システムjとして近年開発が進み、 2004年12月

にF版の一般利用が開始された。

本研究での開発指標の活用場面として以下のよ

うな点が挙げられる。

-開口部の日照についての満足度との関係。道

路に面している開口部、面していない開口部

を区分して。

-近接距離と建物隣接空地の変容と物的住環境

(防災性能)。

-高さと壁面圧迫感との関係。

-災害時のがれき流出量の想定と道路閉塞にと

もなう避難シミュレーション。

-共同・協調建て替えの配置構成シミュレー

ンヨン。

市民がまちづくりにコミットするドライビング

フォースとなり、活動ベンチマーク化をめざす立

場で住環境指標をとらえ直す、と述べたが、その

点からはまちの「ハード・ソフトの新陳代謝」を

捉える方法が大きな課題であると考えている。こ

こで言うハードとは、建物や土地利用といった市

街地物的環境を、ソフトとは、居住者構成をさす。

住まい手による不合理な行動を抑止し、合理的決

定を促進していくために、上記のモデル構築を今

後の取り組むべき課題として指摘しておきたい。

付記

本研究は文部科学省科学研究費若手 (B)r密集
市街地における小規模低・未利用地空間情報DBの

構築と計画的介入プログラムJ(2003・2004年度)

による研究成果である。

注

1) 1996年3月の東京都「防災都市づくり推進計画<整

備計画>Jでは、木造建物棟数率70%以上、老朽木
造建物 (1970年以前建築)棟数率45%以上、住宅戸

数密度80世帯/ha以上、不燃領域率40%未満で対象と

なる「早急に整備すべき市街地=重点整備地域」を

25地区、 6000haとしている。

2)たとえば杉原 (1998)I近さに関する諸グラフ」
3) Stoyan (1994)は、計算幾何学における形態 (fonn)

の概念を大きさ (sIZe)と形状 (shape)属性をもつ

ものと定義している。

4 )街路(公道)中心線で固まれた一団の土地ではなく、

道路民地境界を対象街区境界として設定することも

考えられるが、中心線を境界にすると、個々の街区

を連結していくことにより、地区全体の指標化が可

能であるメリットがある。

5 )離散点化は計算幾何プログラミングで用いられてい

る手法である。たとえば杉原(1998)は非常に複雑

な手続きが必要となる一般化図形に対するボロノイ

図作成の便法としてや与えられた図上の領域を十分

多くの点で近似する方法を示し、実装している0

6 )腰塚 (1988)は、使いものにならないような狭い空

地を加味して現実の環境をよりよく表現する指標と

して、「見かけの建ぺい率」という考え方を示して

しミるo

7)対象とした街区は、東京都葛飾区内で2002年度より

密集市街地整備促進事業が実施されている木密地域

内にある。

8)ライブラ 1)ーはARC/INFOver.8.2上のAML(Arc 

Macro Language) とRuby1.6.7で構築した。使用計

算機はSunBlade1000(RAMIGB)である。
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官leCommunity Based Disaster Management (CBDM) has been more promoted recent days. 

To promoting this activity， residential environment index was indispensable for diagnosing， plan 

mak誼19and accord of implementation results. For example， the floor area density， the population 
density. The residential environment index was developed through two procedures. At first， some 
indexes which approximate one residential situation were generated. Secondary suitable idexes 

were choose acoording to the targeting residential condition like safety and comfortability. 

In this paper， those both procedures were showed to ainl for boosting CBDM泊 Tokyocrowd-

ed wooden housing area. At frrst， we developed two calculating method of indexes 
(1) Distance among neighboring buildings (DNB). Three pattems which were made how to be 

located each other were detined. Those patterns were Euclid， Voronoi and Vertical‘ 
(2) Open space among neighboring buildings. A key concept of this method is a direct sum 

partition of open space relation with buildings shape and location. Searching this relation， sweep 

line algorithm by a building normalline is utilized. 

Secondary， a tentative choosing model was showed.官lecrux of this model was to distinguish 
of two view positions.官lOseare (1) equity from bird eyes and (2) availability from people's li札ng

scale. This distinction implies that it is important to try to standardize a datum handling of the resi-

dential environment index and to work out as a custom-made style by urban planners. 




